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今回は、平成２１年度税制改正における主要論点(草案含む)及び近時のトピ

ックな話題についてお届けします。 
特に、相続・贈与にかかる納税猶予の手続きについてはご注意下さい。 
なお、詳しい内容及びご不明な点に関しましては、各担当者へご確認下さい。  

Ⅰ．相続・贈与にかかる納税猶予     
事業継続が極めて危機的な状況に

ある中小企業を税の面から支援する

ため、相続・贈与の納税猶予・免除

制度が創設されました。 
事業承継税制では、中小企業の事

業承継に必要となる非上場株式につ
いて、相続税と贈与税の納税が猶予

され、一定の場合には納税が免除さ

れます(相続税と贈与税の制度を組

み合わせることも可能です)。 
以下では、要点についてご説明し

ますが、詳細は次号で解説します。 
１．制度内容のポイント                
～猶予～ 
(1) 相続税 

既所有分も含め議決権総数の２／

３までの株式について、課税価額の

８０％相当の相続税額が後継者の死

亡等の日まで猶予されます。 
平成２０年１０月１日以後に相続

又は遺贈により取得する非上場株式

等について適用されます。 
(2) 贈与税 
  相続税と同様に２／３までの株式

について、贈与税の全額が贈与者の

死亡の日まで猶予されます。 
  平成２１年４月１日以後に贈与に

より取得する非上場株式等について

適用される予定です。 
ただし、今後の国会動向等により、

適用日が変わるかも知れません。 
～猶予税額の免除～ 

相続人、受贈者が事業承継により

取得した非上場株式を死亡の時まで

保有し続けた場合は、猶予税額の納

付が免除されます。 
このほか、条件を設けて、経済産

業大臣の認定の有効期間（５年間）

経過後における猶予税額の納付の免

除もあります。 
２．手続きのポイント          
  被相続人又は贈与者が生前又は贈

与前に経済産業大臣から確認を受

け、相続開始後又は贈与後に同大臣

の認定を受ける必要がある点に注意

が必要です。 
  ただし、①．被相続人が６０歳未

満で死亡した場合、②．相続開始前

から役員であって５０％超の議決権

数を有する場合、③．平成２２年３

月３１日までに相続が開始した場合

には、生前の確認手続きは不要とな

っています。 

  しかし、担保提供や継続的な申請

も必要なので、簡単ではありません。 

Ⅱ．金融証券税制関連        
１．軽減税率の延長           
  上場株式等に係る譲渡所得及び配

当所得について、１０％(所得税７％、

住民税３％)の軽減税率が平成２３年

１２月３１日まで延長されました。 
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２．譲渡損失と配当所得の損益通算     
(1) 平成２１年分から、上場株式等の

譲渡損失と上場株式等の配当所得の

損益通算が限度額なしに可能となり

ました。 
(2) ～平成２１年分～は、配当所得に

ついて、申告分離課税を選択できる制

度が創設されました。そこで、申告分

離課税を選択し、確定申告で上場株式

等の譲渡損失と損益通算ができます。 
～平成２２年分以降～は、源泉徴

収選択口座で配当所得を受け入れる

ことができるようになります。その

口座内で損益通算が行われるため、

確定申告の必要はありません。 
Ⅲ．土地売却益の特別控除・課税繰延 
１．特別控除            

平成２１、２２年中に取得し、５

年超保有した土地を譲渡した場合に

は、譲渡益から１,０００万円まで特

別控除が適用できます。 
２．課税繰延            

事業的規模の不動産所得者、事業所

得者、山林所有者が、平成２１、２２

年中に土地(｢対象土地｣)を取得し、そ

の後１０年以内に他の土地を売却し

て譲渡益が発生しても、対象土地の取

得価額を上限として、譲渡益の８割

(２１年取得分)又は６割(２２年取得

分)が減額できます。 
減額相当額は、先に取得した土地の

取得価額が減額されるので、その土地

を譲渡する時まで、課税が繰り延べら

れます。 
Ⅳ．公的年金等からの住民税の天引き 
  平成２１年から、公的年金分の住民

税が天引きされ、特別徴収されます。 
  ただし、今年の６月分と８月分は

手続きが間に合わないため、今まで

どおり自ら納める必要があるので、

納付もれに御注意ください。 
この結果、１０月以降の年金手取

額は、６月及び８月より減少するこ

とになりますが、実質的に負担する

税額に変更はありません。 
Ⅴ．後期高齢者医療保険料      
  平成２０年４月１日から後期高齢

者医療制度が始まりました。 
・こんな場合は普通徴収にすべき！            

問題となるのは、御主人よりも年

金の少ない奥様や御両親の分の後期

高齢者医療保険料です。 
すなわち、奥様や御両親が受け取

る年金から天引きされている国民健

康保険料や後期高齢者医療保険料、

介護保険料については、御主人の社

会保険料控除の対象となりません。 
ただし、国民健康保険料と後期高

齢者医療保険料については、御主人

が口座振替により保険料を支払う

と、御主人の控除対象となります。 
奥様が配偶者控除の対象となって

いる場合、御両親が扶養親族となっ

ている場合には、「後期高齢者医療

保険料納付方法変更申出書」を市区

町村に提出すると、御主人の口座か

ら引き落とし可能となります。 
なお、奥様や御両親の公的年金収

入が１８０万円未満で、過去２年間

において国民健康保険の保険料の滞

納がないことが条件となります。 

協 和 監 査 法 人 税理士法人 協和会計事務所 株式会社協和ビジネスコンサルティング 
金融商品取引法、会社法､学校法人､

財団･社団法人､労働組合等の監査業

務を始め、株式公開支援、各種調査

など－企業経営に関するビジネスア

ドバイザリーサービスを提供しま

税務・会計のスペシャリストとし

て、法人・個人のクライアントに

対する各種税務申告、タックス・

マネジメント、経営分析、事業承

継対策等をサポートします。 

証憑書類の整理、仕訳データの入

力、試算表・各種元帳の作成等の

会計業務全般、給与計算、財産保

全業務等をフォローします。 
”経理部丸ごと引受けもＯＫ！” 
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す。 

 


